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１ は じ め に
｢障害者の権利に関する条約｣ (略称：障害者権利条約 外務省ホー
ムページによる) は2006年12月13日に国連で採択され, 2007年９月28日に


























) も比較的近く, 法制度も似た部分が多い｡ ド
イツ人にとっては牽強付会の感があるかもしれないけれども, 明治時代よ
73






キーワード：障害者, 障害者権利条約, 批准, 障害者法制, 法改正
障害者権利条約批准と障害者法制
り, 日本の近代化にドイツの諸制度, 中でも法制度の継受 (場合により換
骨奪胎) がなされてきたことは歴史が示している｡
日本では高齢化社会と少子化, 経済の停滞など, 社会保障に対する種々
の逆風が吹いている｡ ドイツでも同じように高齢化, 少子化など, 似た状
況がある｡ 実際には為政者に都合のよい換骨奪胎であったが, ドイツ法の








にもかかわらず, ドイツ民主共和国 (東ドイツ) およびドイツ連邦共和国
(西ドイツ) に分裂させられたとはいえ, 東ドイツは ｢社会主義｣ 国家群
の優等生として成長し (ただし, 統計のごまかしがあったと言われている
が, 今となっては厳密な正誤比較ができない), 西ドイツは高度経済成長



































からである｡ 例えば, ｢平等化法｣ と訳すべきものを ｢障害者差別禁止法
(ドイツ)｣ として紹介されてきた例
(11)
がある｡ 外国制度紹介で ｢超訳｣ がな
























前文 ／第１条 目的 ／第２条 定義 ／第３条 一般原則 ／第４条 一般
的義務 ／第５条 平等及び差別されないこと ／第６条 障害のある女子
／第７条 障害のある児童 ／第８条 意識の向上 ／第９条 施設及びサー
ビスの利用可能性 ／第10条 生命に対する権利 ／第11条 危険な状況及び
人道上の緊急事態 ／第12条 法律の前にひとしく認められる権利 ／第13条
司法手続の利用 ／第14条 身体の自由及び安全 ／第15条 拷問又は残虐
な, 非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由 ／
第16条 搾取, 暴力及び虐待からの自由 ／第17条 個人が健全であること
の保護 ／第18条 移動の自由及び国籍についての権利 ／第19条 自立した
生活及び地域社会に受け入れられること ／第20条 個人的な移動を容易に
すること ／第21条 表現及び意見の自由並びに情報の利用 ／第22条 プラ
イバシーの尊重 ／第23条 家庭及び家族の尊重 ／第24条 教育 ／第25条
健康 ／第26条 リハビリテーション ／第27条 労働及び雇用 ／第28条
相当な生活水準及び社会的な保障 ／第29条 政治的及び公的活動への参
加 ／第30条 文化的な生活, レクリエーション, 余暇及びスポーツへの参
加 ／第31条 統計及び資料の収集 ／第32条 国際協力 ／第33条 国内に
(桃山法学 第25号 ’15)76
おける実施及び監視 ／第34条 障害者の権利に関する委員会 ／第35条 締
約国による報告 ／第36条 報告の検討 ／第37条 締約国と委員会との間の
協力 ／第38条 委員会と他の機関との関係 ／第39条 委員会の報告 ／第
40条 締約国会議 ／第41条 寄託 ／第42条 署名 ／第43条 拘束される
ことについての同意 ／第44条 地域的な統合のための機関 ／第45条 効力
発生 ／第46条 留保 ／第47条 改正 ／第48条 廃棄 ／第49条 利用可能
な様式 ／第50条 正文
正文は以下の通りである｡ 仮訳文案と違う見出しには下線を施した｡
前文／第一条 目的／第二条 定義／第三条 一般原則／第四条 一般的義











第二十五条 健康／第二十六条 ハビリテーション (適応のための技能の習
得) 及びリハビリテーション／第二十七条 労働及び雇用／第二十八条 相
当な生活水準及び社会的な保障／第二十九条 政治的及び公的活動への参加
／第三十条 文化的な生活, レクリエーション, 余暇及びスポーツへの参加
／第三十一条 統計及び資料の収集／第三十二条 国際協力／第三十三条
国内における実施及び監視／第三十四条 障害者の権利に関する委員会／第
三十五条 締約国による報告／第三十六条 報告の検討／第三十七条 締約
国と委員会との間の協力／第三十八条 委員会と他の機関との関係／第三十
九条 委員会の報告／第四十条 締約国会議／第四十一条 寄託者／第四十
二条 署名／第四十三条 拘束されることについての同意／第四十四条 地
域的な統合のための機関／第四十五条 効力発生／第四十六条 留保／第四






































 障害者 (特に, 障害のある女子及び高齢者) が社会的な保障及び
貧困削減に関する計画を利用することを確保するための措置
 貧困の状況において生活している障害者及びその家族が障害に関
































日本国憲法第98条第１項は ｢この憲法は, 国の最高法規であつて, その
条規に反する法律, 命令, 詔勅及び国務に関するその他の行為の全部又は












障害者基本法第３条 (基本的理念) の第１項には ｢すべて障害者は, 個
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人の尊厳が重んぜられ, その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有
する｡｣ (下線瀧澤｡ 以下同じ) とされ, その第２項では ｢すべて障害者は,
社会を構成する一員として社会, 経済, 文化その他あらゆる分野の活動に
参加する機会が与えられる｡｣ とあり, 第３項で ｢何人も, 障害者に対し
て, 障害を理由として, 差別することその他の権利利益を侵害する行為を
してはならない｡｣ とあった (改正障害者基本法の検討は後述)｡ 文言上は
｢権利を有する｣ とあるけれども, 有権解釈では, 具体的権利が発生する
と述べられたことは一度もない｡ 国を被告とした裁判でもその主張は一貫
しており, これら規定は理念規定としての位置づけしかなされてこなかっ
た｡ また, 差別禁止法制定が必要なことからもわかるように, 第３項が具
体的差別禁止に有効な規定となっていなかったのは周知のとおりである｡
障害者などの福祉サービスを受ける者の法的地位が問題になる法制を見
ると, 権利規定のなさはいっそう明らかになる｡ 社会福祉法第３条 (福祉
サービスの基本的理念) は, ｢福祉サービスの利用者が心身ともに健やか
に育成され｣ (下線瀧澤｡ 以下同じ) とある｡ 児童福祉法第１条第２項
｢すべて児童は……愛護されなければならない｡｣, 身体障害者福祉法第２
条 (自立への努力及び機会の確保) 第２項 ｢すべて身体障害者は……参加
する機会を与えられるものとする｡｣, 老人福祉法第２条 (基本的理念)
｢老人は……敬愛されるとともに……健全で安らかな生活を保障されるも





















































第四条 何人も, 障害者に対して, 障害を理由として, 差別することその他
の権利利益を侵害する行為をしてはならない｡

















第二条 この法律において, 次の各号に掲げる用語の意義は, それぞれ当該
各号に定めるところによる｡
一 障害者 身体障害, 知的障害, 精神障害 (発達障害を含む｡) その他の








第二条 この法律において ｢障害者｣ とは, 身体障害, 知的障害又は精神障









第４条第１項は ｢何人も, 障害者に対して, 障害を理由として, 差別す
ることその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない｡｣ と定める｡
この条文だけみると, 誰でも ｢差別することその他の権利利益を侵害する
行為｣ (以下 ｢侵害行為など｣) をしてはならない, と読める｡ しかし,
第６条 (国及び地方公共団体の責務) は ｢国及び地方公共団体は, 第一条
(桃山法学 第25号 ’15)84
に規定する社会の実現を図るため, 前三条に定める基本原則 (以下 ｢基本
原則｣ という｡) にのつとり, 障害者の自立及び社会参加の支援等のため
の施策を総合的かつ計画的に実施する責務を有する｡｣ と定める｡ これを









現に存し, かつ, その実施に伴う負担が過重でないときは, それを怠るこ
とによつて前項の規定に違反することとならないよう, その実施について
必要かつ合理的な配慮がされなければならない｡｣ と定める｡
この条文の主語は ｢社会的障壁の除去｣ であるが, 誰によって ｢必要か
つ合理的な配慮がされ｣ るのか, 全く不明確である｡ また, 誰が誰に対し,
それを要求しうるのか, 具体的に言えば, 訴える当事者が誰になるのかよ





いと言われかねない｡ しかも, 障壁除去の ｢実施に伴う負担が過重でない
とき｣ が ｢かつ｣ という接続詞でつながって条件づけられている｡ ｢過重
な負担｣は極めてあいまいな概念であり, さらに ｢その実施について必要
かつ合理的な配慮がされなければならない｣ とあるけれども, これもあい









報の収集, 整理及び提供を行うものとする｡｣ と定める｡ 国の行為は ｢情
報の収集, 整理及び提供｣ にすぎない｡ しかも, ここにいう ｢ものとする｣






改正障害者基本法は第２条第一号で ｢障害者 身体障害, 知的障害, 精
神障害 (発達障害を含む｡) その他の心身の機能の障害 (以下 ｢障害｣ と
総称する｡) がある者であつて, 障害及び社会的障壁により継続的に日常
生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう｡｣ と定義
し, 第二号で ｢社会的障壁 障害がある者にとつて日常生活又は社会生活
を営む上で障壁となるような社会における事物, 制度, 慣行, 観念その他
一切のものをいう｡｣ としている｡ 改正前の第２条 (定義) は ｢この法律
において ｢障害者｣ とは, 身体障害, 知的障害又は精神障害 (以下 ｢障害｣
と総称する｡) があるため, 継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限












際障害分類 (ICIDH) の障害概念を超えて, 環境因子を取り入れた2001年
の国際生活機能分類 (ICF) の考えに遅ればせながら, 一部追いつくよう
になったと考えられる｡
しかし, 障害者が ｢身体障害, 知的障害, 精神障害 (発達障害を含む｡)
その他の心身の機能の障害 (以下 ｢障害｣ と総称する｡) がある者であつ
て, 障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制
限を受ける状態にあるもの｣ (下線瀧澤｡ 以下同じ) とあり, ｢障害又は社
会的障壁｣ となっていない点には問題がある｡ 社会的障壁とは障害がある



























が, 社会, 経済, 文化その他あらゆる分野の活動に, 分け隔てられることな
く参加できるようにすることを基本とすること｡



























る｡ しかし, これで反対した政党のメンツがたったと思って, 法案に反対
した政党が賛成票を投じたとすればその姿勢に疑問なしとしない｡
1990年制定の ADA (｢障害をもつアメリカ人法｣) は, 障害者差別禁止
法の嚆矢としてずいぶん注目された｡ 中には法律的な常識を無視した条文
紹介があり, 条文そのものをどこまで読んで紹介しようとしているのかわ













































う意味でなく, 相互に包摂するという意味で使う) 実現につながる｡ 条約
が批准され法や制度を変えただけで, 人間行動が変わるわけではない｡ 条
約内容を実現する国内法が制定されてもそれを実効あるものとする制度が
なければ法は機能しない｡ 差別禁止と社会保障 (社会保険, 公衆衛生およ

































ていたが, 要援護者 (新法制では利用者) は事業者や施設を自由に選ぶこ
とができると喧伝され, 障害者法制ではその論拠にノーマライゼーション
(?!) が使われた｡ しかし, 対等平等な関係が成り立つはずもない法律関
係を対等平等であると擬制したところに種々の問題が生じたのは当然であっ
た｡ その後生じたのは, 利用者と事業者の対立, 利用者どうしの対立であっ
た｡ その後 ｢障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法








































(１) 外務省ホームページ ｢障害者の権利に関する条約 (略称：障害者権
利条約)｣ (平成27年７月15日) (http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jinken/
index_shogaisha.html 参照｡ 2015年７月18日確認)｡
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房, 2006年) 9・10頁参照｡
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｢障害者｣ となっているが, 原文 (Convention on the Rights of Persons
with Disabilities) に基づき ｢障害をもつ者｣ とした｡
(４) 原文に忠実に訳せば｢諸権利｣となり, 一般的抽象的権利でなく, 個々
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htm 参照｡ 2015年７月24日確認)｡
(７) ｢ドイツ連邦共和国大使館・総領事館｣ ホームページ (http://www.
japan.diplo.de/Vertretung/japan/ja/Startseite.html 参照｡ 2015年７月24日確
認)｡
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